
トップランナー機器へトップランナー機器へ

家電製品の買い替えによる省エネ効果家電製品の買い替えによる省エネ効果

10年前の製品と 各製品のを
買い換えたことに
よる省エネ効果

の電力消費
ト（1990

エアコン 51% 25%

冷蔵庫 73% 16%

テレビ 44% 9%

• 新しい省エネ家電に買い替えること

省エネ効果を発揮省エネ効果を発揮。

への買い替えへの買い替え
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果果

家庭で 家庭全体の電力消費に対す
る省 ネ効果

3製品合計

費ウェイ
0年）

る省エネ効果

% 12.8%

% 11.7% 28.4%

% 4.0%

とにより、家庭全体で大きな



省エネラベル 多段階表

＜対象機器＞

•エアコンディショナー

•電気冷蔵庫・冷凍庫•電気冷蔵庫 冷凍庫

•テレビジョン受信機

•蛍光ランプを主光源とする照明器具

•平成１８年度秋より実施予定

表示
JYUKANKYO RESEARCH INSTITUTE INC.

多段階表示へ



省エネによる追加的効果
（Energy Benefit と Non Energy

果の例

JYUKANKYO RESEARCH INSTITUTE INC.
Benefit)
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熱損失係数基準の国際比
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太陽エネルギーの投資太陽エネルギ の投資
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注1：維持費用を考慮しない。

注2：エネルギー価格は2003年。

資回収率
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省エネ意識とエネルギー
（2007年12月 住環境計画研究所調査結（2007年12月 住環境計画研究所調査結

暖房 冷房

9.4 2.1 19.3多消費世帯

6.51.4 14.9 1一般世帯（平均）

4.80.9 11.6 12.4省エネ世帯
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エネルギー消費

ー消費
結果）
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結果）

給湯 照明・家電製品・他

18.8 49.6 （1.31）

15.1 38.0 （1.00）

一般世帯の合計消費量

を1として指数化
29.8

を1として指数化
（0.79）
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３，業務部門の動３，業務部門の動３，業務部門の動３，業務部門の動
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動向動向動向動向



業務用業種別エネルギー量業務用業種別 ル 量
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資料）「エネルギー経済統計
日本エネルギー経済

量の推移（全国）
JYUKANKYO RESEARCH INSTITUTE INC.

量 推移（全国）

ート、スーパー 卸小売
ホテル

場 その他
35％増(1990－2005）

2,058

(18%)

1,527

(11%)

(12%)

(3%)

(20%)

(9%)

(7%)

(11%)

(19%)

(2%)

(20%)

1
9
8
8

1
9
9
0

1
9
9
2

1
9
9
4

1
9
9
6

1
9
9
8

2
0
0
0

2
0
0
2

2
0
0
4

（年）

計要覧2006」
済研究所計量分析部編



業務用業種別延床面積の推業務用業種別延床面積 推
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資料）「エネルギー経済統計
日本エネルギー経済

推移（全国）
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推移（全国）
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（例）業種別エネルギ
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資料）日本エネルギー経済研究所 「平成13年度 民生部
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（例）飲食店のエネル
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４，業務部門の省４，業務部門の省４，業務部門の省４，業務部門の省
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省エネルギー省エネルギー省エネルギ省エネルギ



ITを活用したエネルギー管
省エネの可能性省エネの可能性

＜ＢＥＭＳの例＞＜ＢＥＭＳの例＞

○中央監視制御装置か
指示により、空調吹き

機器制御装置

量を調整

人探知センサ

○各フロア・部屋毎の
の人の有無を検知し、
中央監視制御装置に

人探知センサー

中央監視制御装置に
データを送信

管理徹底による

JYUKANKYO RESEARCH INSTITUTE INC.

からの
き出し

温度・湿度センサー

○各フロア・部屋毎の温度・湿
度を測定し、中央監視制御装置
にデータを送信

○温度・湿度センサーや人探知セ
ンサーから送信されてきたデータ
に基づき 空調 照明の運転を最

中央監視制御装置

に基づき、空調・照明の運転を最
適制御
○エネルギー使用状況を集計・分
析して今後の需要を予測するなど
して 空調制御に反映して、空調制御に反映



ＥＳＣＯ事業とは事業とは

「ESCO事業」とは 省エネルギーに関する包「ESCO事業」とは、省エネルギ に関する包

利益と地球環境の保全に貢献するビジネス

りお客様の省エネルギー効果（メリット）の一りお客様の省エネルギ 効果（メリット）の

なお、ESCO事業者の提供するサービスは、

成される。成される。

（１）エネルギー診断にもとづく 省エネル

（２）提案実現のための省エネルギー設計

（３）導入設備の保守・運転管理

（ ） ネ ギ 供給に関す ビ（４）エネルギー供給に関するサービス

（５）事業資金のアレンジ

（６）省エネルギー効果の保証（６）省エネルギー効果の保証

（７）省エネルギー効果の計測と徹底した

（８）計測・検証に基づく改善提言（８）計測 検証に基づく改善提言

JYUKANKYO RESEARCH INSTITUTE INC.

包括的なサービスを提供し お客様の包括的なサ ビスを提供し、お客様の

スで、省エネルギー効果の保証等によ

一部を報酬として受取る。部を報酬として受取る。

以下のサービスの組み合わせから構

ルギー提案

計および施工

た検証



ＥＳＣＯ事業とは事業とは
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ＥＳＣＯ事業で採用される事業 採用
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資料）ESCO推進協議会

る省エネルギー対策
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省 対策

サンプル数236

51

サン ル数

革新的な技術よりもむしろ

一般的な技術を包括的に

導入することに特徴有り。

50 60

（％）



Energy rate by Tenant Floor Space 
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ＴＨＥ ＥＮ

住環境

所長

日経BP連載コラム 「エコマネジメ
http://premium nikkeibp co jp/http://premium.nikkeibp.co.jp/
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ＮＤ

境計画研究所

中上 英俊

メント」『暮らしとエネルギーと温暖化』
/em/column/nakagami/index shtml/em/column/nakagami/index.shtml


